
地方ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）概要
北陸ブロックにおける社会情勢の変化

●人口減少、急速な少子高齢化がもたらす地域の危機

・全国平均よりも早いペースで減少する人口と、震災復旧の長期化による人口流出
・空き家の増加などによる都市部の空洞化･地方の過疎化
・地域の担い手不足による地域コミュニティの弱体化

●加速化するインフラ老朽化と、改めて問い直される安全性

・修繕等の措置が必要な施設が多数存在するなどインフラの老朽化が加速
・メンテナンス、災害対応、除雪作業を担う建設業就業者数の減少や高齢化

●激甚化・頻発化する自然災害

・令和６年能登半島地震及び2024年に発生した奥能登地方を中心とする豪雨災害に
よる甚大な被害

・気候変動に伴う短時間強雨や集中的な大雪や暴風雪など自然災害リスクの高まり

●成長型経済への転換期にある我が国経済

・北陸新幹線延伸などによる三大都市圏と等距離にある地理的優位性の強化
・太平洋側の災害リスクを踏まえた日本海側の役割の高まり
・外国人延べ宿泊者数の増加などコロナ禍からの観光需要の回復･高まり

●2050年カーボンニュートラルや自然共生等、地球環境を巡る世界的な潮流

・深刻化する気候危機に対する脱炭素地域づくりの必要性
・美しい多様な自然環境を保全、野生生物の生息･生育環境の保全への関心の高まり

●デジタルや新技術の急速な進歩と経済社会構造に変革をもたらすイノベーションの進展

・防災･減災、国土強靱化などインフラ整備及び維持･運営に向けたデジタル技術の
普及

・地方活性化の加速に向けたデジタル技術の普及

●暮らし・働き方の変化や国民の価値観・ニーズの多様化

・コロナ禍を契機としたウェルビーイングの高い社会に対するニーズの高まり
・二地域居住やワーケーションなど多様な暮らし方･働き方による関係人口の拡大

至 上越

至 新潟

至 輪島

至 金沢

令和６年能登半島地震による被災状況
（のと里山海道：徳田大津IC～横田IC間）

2022年に発生した国道８号(柏崎市)での
立ち往生（新潟県）

除雪機械の省力化・効率化
（除雪トラックの自動化）



北陸ブロックにおける重点目標

• 生活関連サービスが持続的に確保された暮らし
やすいコンパクトな地域づくり

• 地域資源を活かした経済の好循環と「域外から
稼ぐ」力の向上

• ブロック内外の交流促進及び条件不利地域の交
通ネットワークの整備

• 点検・診断等の確実かつ効率的な実施

• 人口減少時代に対応したインフラ再構築

• 誰もが安全・安心に暮らせる移動・生活空間の
整備

• 地域資源を活かした魅力あるまちづくり

• カーボンニュートラルの実現に向けた脱炭素地
域づくり

• 美しく豊かな自然との共生と健全な環境の維
持･回復

• 資源循環型の経済社会システムの構築

重点目標Ⅰ：活力のある持続可能な地域社会
の形成

    

重点目標Ⅱ：強靱な国土が支える持続的で
力強い経済社会

• 日本海国土軸の中枢ブロックを支える強靱で
効率的なインフラの整備

• 都市の国際競争力を高める基盤整備とインフ
ラ産業の成長力強化

• 震災等からの創造的復興に向けたインフラ等
の早期復旧・復興

• 激甚化・頻発化する自然災害に対する「事前
防災」の加速化・深化

• 平時からの防災体制の強化と太平洋側と相互
補完する防災ネットワークの構築

重点目標Ⅲ：インフラ分野が先導する
グリーン社会の実現

重点目標Ⅳ：戦略的･計画的な社会資本整備
を支える基盤の強化

• 地域のインフラを支える管理機能の維持

• 北陸の元気を支える建設業の未来創造アク
ションプラン「北陸けんせつミライ」

• 新技術･DXによるインフラの管理・運用の高
度化



重点目標Ⅰ：活力のある持続可能な地域社会の形成

にぎわいと活力の創出やインフラストックの適正化等により、誰もが安心して豊かな暮らしを送れる地域づくりを目指す。

富山高山連絡道路（猪谷楡原道路・
大沢野富山南道路）の整備により、
事前通行規制区間の回避や交通渋滞
の緩和が図られ、医薬品製造業等の
地域の産業を支える物流の信頼性向
上が期待される。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

新潟港で整備した緑地において、民
間事業者に行政財産を長期に貸付け
る制度を活用し、賑わい空間の形成
を推進している。

橋梁等の塩害損傷が著しい国道8号
において、糸魚川地区橋梁架替Ⅱや
親不知道路等の事業により、橋梁架
替や事前通行規制区間を回避するこ
とで、第１次緊急輸送道路としての
信頼性が確保される。

千曲川北信５市町水辺整備事業では、
「道の駅」などの拠点と河川空間を
一体的に整備し、民間事業者や鉄道
事業者との連携により、広域観光
ルートの構築を図っている。

▼富山高山連絡道路（猪谷楡原道路）
［富山県］

▼糸魚川地区橋梁架替Ⅱ（境橋）［新潟県］

▼みなと緑地PPP（新潟港万代テラス）
［新潟県］

▼千曲川北信５市町の水辺整備事業
（道の駅｢花の駅千曲川｣周辺整備）［長野県］

官民連携

施策･地域間の連携

小目標例 主要取組例及び中長期の見通し例 ＫＰＩ例

ブロック内外の交流促進及び条件
不利地域の交通ネットワークの整
備

日本海沿岸東北自動車道（一般国道7号朝日温海道路）
［残事業費1,744億円 (R7年度評価時点)]★
朝日まほろばIC～あつみ温泉IC（新潟県村上市～山形県
鶴岡市） (R8年度工事中)

・道路による都市間速達性の確保率
〔全国指標〕Ｒ５年度 57％ → Ｒ12年度 60％

人口減少時代に対応したインフラ
再構築

魚野川流域下水道事業広域化（新潟県南魚沼市）
(R8年度工事中)

・広域連携に取り組むこととした下水道事業数
〔全国指標〕Ｒ６年度 ０事業 → Ｒ12年度 300事業

地域資源を活かした魅力ある地域
づくり

信濃川総合水系環境整備事業
［残事業費9億円 (R7年度評価時点)]
安曇野市犀川・前川水辺整備（長野県安曇野市）

 (R８年度工事中)〔R14年度完成〕

・魅力ある水辺空間の創出を行った箇所数
〔全国指標〕Ｒ６年度 286箇所 → Ｒ12年度 350箇所

★：国土強靱化実施中期計画の取組



重点目標Ⅱ：強靱な国土が支える持続的で力強い経済社会

環日本海諸国の玄関となる日本海国土軸の中枢ブロック形成や、震災からの創造的復興及び事前防災の加速を目指す。

敦賀港における複合一貫輸送
ターミナルの整備により、海上
輸送へのモーダルシフトを推進
し、国内物流の環境保全ならび
に労働者不足の対応が図られる
ことが期待される。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

能登半島絶景海道について、周遊
観光の促進、サイクルツーリズム
の活性化、魅力ある風景街道の創
出などの施策の取組を具体化し、
創造的復興を目指す。

下新川海岸直轄海岸保全施設整
備事業により、想定される浸水
被害が解消し、人的被害や医療
機関の機能停止、電力供給の停
止といった社会的損失を防ぐこ
とが期待される。

梯川水系において、国、県、市町
村が連携して｢緊急治水対策プロ
ジェクト｣を実施し、ハード対策に
加え、マイ・タイムラインの普及、
住民への情報伝達手段の強化など
ソフト対策にも取り組んでいる。

小目標例 主要取組例及び中長期の見通し例 ＫＰＩ例

日本海国土軸の中枢ブロックを支
える強靱で効率的な人流・物流イ
ンフラの整備

金沢港大野地区国際物流ターミナル整備事業
［残事業費194億円 (R7年度評価時点)]
大野地区（石川県金沢市）

 (R8年度工事中)〔R18年度完成〕

・海上貨物輸送コスト低減効果（対令和5年度総輸送コ
スト）（国内）（国際）

〔全国指標〕Ｒ５年度 0% →
Ｒ12年度（国内）2% （国際）5%

震災等からの創造的復興に向けた
インフラ等の早期復旧・復興

奥能登地区緊急治水対策プロジェクト
塚田川（権限代行）改良復旧工事（石川県） 

(R8年度工事中)〔R10年度完成〕

・気候変動を踏まえた洪水に対応（必要な流下能力を
確保）した都道府県管理河川の整備完了率

〔全国指標〕Ｒ６年度 21% → Ｒ12年度 28%

激甚化・頻発化する自然災害に対
する「事前防災」の加速化・深化

信濃川（大規模）直轄河川改修事業
［残事業費1,235億円 (R3年度評価時点)] 
大河津分水路 令和の大改修（新潟県長岡市、燕市）

(R8年度工事中)〔R20年度完成〕

・気候変動を踏まえた洪水に対応（必要な流下能力を
確保）した国管理河川の整備完了率

Ｒ５年度 28% → Ｒ12年度 39%

▼敦賀港鞠山南地区複合一貫輸送
ターミナル整備事業［福井県］

▼下新川海岸直轄海岸保全施設整備事業
（入善町吉原地区）［富山県］

▼能登半島絶景海道のサイクルイベント
（奥能登復興サイクル100）［石川県］

▼梯川:マイ・タイムラインの普及促進［石川県］ ハード･ソフトの活用

施策･地域間の連携



重点目標Ⅲ：インフラ分野が先導するグリーン社会の実現

徹底した脱炭素化が図られた社会の形成や、自然環境の保全やグリーンインフラ活用で国民の暮らしの向上等を目指す。

乾東局所渋滞対策などにより、
騒音等の沿道環境が改善すると
ともに、渋滞解消によるCO₂排出
の削減効果が発揮され、暮らし
と移動における脱炭素社会の実
現が期待される。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

国営越後丘陵公園では、ボラン
ティア等との協働活動により、里
山として自然環境に対する適切な
管理作業を継続的に実施している。

神通川では、サクラマスなど魚類が
生息しやすい河川環境を再生する川
づくりを実施しており、自然と共生
した地域づくりに貢献することが期
待される。

姫川港では、能登半島地震で発
生した災害廃棄物を受け入れ、
バイオマス発電施設の燃料とし
て使用しており、循環型社会の
構築に大きく貢献している。

小目標例 主要取組例及び中長期の見通し例 ＫＰＩ例

カーボンニュートラルの実現に向
けた脱炭素地域づくり

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素・アンモニ
ア等の受入環境の整備等を図るカーボンニュートラル
ポートの形成を推進 新潟港、直江津港、小木港、両津
港（新潟県新潟市、北蒲原郡聖籠町、新潟県上越市、新
潟県佐渡市）  (R8年度推進中)

・港湾脱炭素化推進計画を作成済の港湾数
〔全国指標〕Ｒ６年度 44港湾

→ Ｒ12年度 100港湾

美しく豊かな自然との共生と健全
な環境の維持･回復

九頭竜川総合水系環境整備事業
［残事業費8億円 (R7年度評価時点)]
九頭竜川自然再生（福井県福井市）

(R8年度工事中)〔R16年度完成〕

・河川整備計画（国管理河川）のうち、河川環境の定
量的な目標を位置付けた河川整備計画の割合

Ｒ６年度 0% → Ｒ12年度 50%

資源循環型の経済社会システムの
構築

下水汚泥資源の肥料利用推進対策
信濃川下流流域下水道事業肥料利用推進対策（新潟県新
潟市他）  (R8年度調査・検討中)

・下水汚泥肥料利用率
〔全国指標〕Ｒ５年度 15% → Ｒ12年度 30%

▼国道８号乾東局所渋滞対策［石川県］

▼神通川環境整備自然再生（婦中町袋地区）
［富山県］

▼国営越後丘陵公園パークパートナー
（自然探勝路の間伐）［新潟県］

▼令和6年能登半島地震の災害廃棄物処理（姫川港への海上輸送による広域処理）［新潟県］

地域住民の参画

施策･地域間の連携



重点目標Ⅳ：戦略的・計画的な社会資本整備を支える基盤の強化

建設業等の新４Ｋとして魅力的な産業への変革や、現場の生産性向上等によるインフラの価値の向上を目指す。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

ロボットやドローンによ
る点検困難箇所の点検や、
AIによる異常検知など、
新技術を活用した効率的
かつ高度な構造物メンテ
ナンスを実施する。

金沢港では、ICT浚渫工
により、船員や監督員が
船内のどこでも状況を確
認できるモニターを装備
し、施工精度・品質管理
を向上させ、作業効率や
安全性を高めている。

小目標例 主要取組例及び中長期の見通し例 ＫＰＩ例

地域のインフラを支える管理機能
の維持

富山市における橋梁マネジメントの推進
（富山県富山市）

（R8年度推進中）

・効率的・効果的なインフラメンテナンスの取組を
行っている地方公共団体の割合

Ｒ７年度 70% → Ｒ12年度 100%

北陸の元気を支える建設業の未来
創造アクションプラン「北陸けん
せつミライ」

北陸の元気を支える建設業の未来創造アクションプラン
「北陸けんせつミライ」の推進

（R8年度推進中）

・都道府県・市町村における公共工事の週休２日工事
又は週休２日交替制工事の制度導入率

Ｒ５年度 82.1% → Ｒ12年度 100%

新技術・DXによるインフラの管
理・運用の高度化

下水道管路情報のデジタル化対策
新潟県流域下水道事業（新潟県新潟市他）

（R8年度調査・検討中）

・下水道事業を実施している地方公共団体のうち、メ
ンテナンスに関する上下水道DX技術（ドローンによ
る下水道管路内調査手法等）を導入している団体の
割合

Ｒ６年度 17% → Ｒ９年度 100%

▼ＵＡＶを活用した砂防施設点検の効率化

▼金沢港におけるICT浚渫工［石川県］

操舵室での施工管理
システムによる作業状況

▼北陸ブロックの元気を支える建設業の未来創造アクションプラン「北陸けんせつミライ」（概要）

北陸の元気を支える建設業の未来創造アクションプラン「北陸けんせつミ
ライ」の推進により、建設業が将来にわたって役割を果たせる好循環の構
築が期待できる。

適正利潤の確保柱その1 変わる待遇･働き方柱その2 未来につながる建設現場柱その3

▮ 物価高騰等に対応した適正な積算・発注

・賃金水準や物価水準の変動に対応したスライド
制度や見積活用型積算による適正な予定価格
の設定

▮ 現場条件・多様な働き方に対応する
  柔軟な週休２日制度の導入

・原則全ての工事で完全週休２日を実施するほ
か、厳しい気象条件に左右される工事等は、柔
軟な週休２日制度を推進

週
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日
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事
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週
休
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を
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）
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柔
軟
な
運
用

R3～

完
全
週
休
２
日

（
土
日
現
場
閉
所
）

原則

▮ 気候変動等に対応した適切な工期・作業環境へ

・気候に左右されない作
業環境の確保や、猛暑
に対応した作業時間等
の改善

［３Ｄプリンタを活用した
屋内製作］

▮ BIM/CIM原則化と人材育成

・３Dモデルの活用等の拡大を推進

［３Dモデルを活用した工事概要の説明］

▮ プレキャスト製品や新技術の積極導入

・標準規格の明確化、要素技術の活用を推進

［プレハブ鉄筋］
ヤードで鉄筋組立 吊り込み

全体
スライド

単品
スライド

インフレ
スライド

緩やかな価格水準
の変動への対応

特定の資材価格の
急激な変動への対応

急激な価格水準の
変動への対応

見積活用型積算方式

歩掛や材料費について
標準積算との乖離への対応

地域外からの労働者確保

労働者確保に要する方策を変更
せざるを得ない場合への対応

建設資材の現地実態反映

コンクリートやアスファルトについて
実勢価格と現地実態価格の乖離への対応

現場条件・運搬条件

プレキャスト製品を活用

プレキャスト標準規格

VFM標準規格

［大型ボックスカルバート
標準規格］

イノベーションを創出

イノベーションを創出
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